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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第154期
第１四半期
連結累計期間

第155期
第１四半期
連結累計期間

第154期

会計期間
自 平成25年４月１日
至 平成25年６月30日

自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日

自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日

売上高 (百万円) 286,049 289,479 1,533,473

経常利益 (百万円) 5,290 1,635 56,756

四半期(当期)純利益 (百万円) 3,130 514 32,089

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 11,799 9,906 46,612

純資産額 (百万円) 352,124 383,639 384,166

総資産額 (百万円) 1,480,714 1,511,711 1,599,065

１株当たり四半期(当期)純利益 (円) 2.75 0.45 28.17

潜在株式調整後
１株当たり四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 23.7 25.2 23.9
 

(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

いない。

２ 売上高には、消費税等は含まれていない。

 

 

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はない。また、主要

な関係会社に異動はない。
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第２ 【事業の状況】

 

第２ [事業の状況]における各事項の記載については、消費税等抜きの金額で表示している。

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等又は、

前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はない。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものである。

 

(1) 業績の状況

日本経済は、企業収益や雇用・所得環境などの基礎的条件に改善傾向が見られるものの、消費税率引き上げに伴

う駆け込み需要の反動により弱含んだ。

国内建設市場は、非製造業が落ち込んだものの、公共投資が引き続き高水準で推移したことにより比較的堅調に

推移した。

こうした状況のもと、当社グループの当第１四半期連結累計期間の経営成績は次のとおりとなった。

売上高については、土木事業及び建築事業が増加したものの、開発事業が減少したため概ね前年同期並みの2,894

億円となった。　

利益については、土木事業の利益率悪化と開発事業の減収により売上総利益は前年同期比9.9％減の195億円とな

り、販売費及び一般管理費が概ね前期並みの179億円となったことから、営業利益は同56.3％減の15億円となった。

また、営業利益の減少に加え為替差損の発生により経常利益は同69.1％減の16億円、四半期純利益は同83.6％減の

５億円となった。

なお、当社グループの主たる事業である土木事業、建築事業及び開発事業には、完成物件の引渡しが下半期、特

に第４四半期に偏るという季節的変動要因がある。一方、販売費及び一般管理費は恒常的に発生するため、第１四

半期連結累計期間の経営成績は、全般的に低くとどまる傾向がある。

 

報告セグメント等の業績を示すと次のとおりである（報告セグメント等の業績については、セグメント間の内部

取引を含めて記載している。）。

 

①土木事業

売上高は、当社は増加したものの、連結子会社が減少したため概ね前年同期並みの870億円となった。営業利益

については、当社の利益率悪化により完成工事総利益が減少したことから前年同期比36.2％減の28億円となっ

た。

②建築事業

売上高は、当社及び連結子会社の増加により前年同期比4.8％増の1,980億円となり、増収に加え当社及び連結

子会社の利益率好転により完成工事総利益が増加したことから営業損失は９億円（前年同期は20億円の損失）へ

縮小した。　

③開発事業

売上高は、前年同期比26.0％減の162億円、営業損益は６億円の損失（前年同期は８億円の利益）となった。

④その他

売上高は、前年同期比6.3％増の22億円、営業利益は同44.1％増の１億円となった。
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(2) 財政状態

①資産の状況

資産合計は、現金預金の減少等により前連結会計年度末比5.5％・873億円減少し、1兆5,117億円となった。　

②負債の状況

負債合計は、支払に伴う工事未払金の減少等により前連結会計年度末比7.1％・868億円減少し、1兆1,280億円

となった。なお、資金調達に係る有利子負債残高は、前連結会計年度末比1.2％・37億円減少し、3,127億円と

なった。　

③純資産の状況

純資産は、「退職給付に関する会計基準」の改正に伴う影響等で利益剰余金が減少したものの、株式相場上昇

によるその他有価証券評価差額金の増加等により概ね前連結会計年度末並みの3,836億円となった。また、自己資

本比率は、前連結会計年度末比1.3ポイント増の25.2％となった。　

 

(3) 対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はない。

 

(4) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間における研究開発費は21億円である。

なお、当第１四半期連結累計期間において、研究開発活動の状況に重要な変更はない。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 2,200,000,000

計 2,200,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成26年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成26年８月６日)

上場金融商品取引所名
又は

登録認可金融商品取引業協会名
内容

普通株式 1,140,268,860 1,140,268,860
東京・名古屋証券取引所
（市場第一部）

単元株式数は
1,000株である。

計 1,140,268,860 1,140,268,860 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項なし。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項なし。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項なし。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金
増減額
(百万円)

資本金
残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成26年６月30日 ― 1,140,268,860 ― 112,448 ― 56,538
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(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はない。

 

(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載する

ことができないことから、直前の基準日である平成26年３月31日の株主名簿による記載をしている。

① 【発行済株式】

平成26年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式   1,278,000

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式1,132,634,000 1,132,634 ―

単元未満株式 普通株式   6,356,860 ― １単元（1,000株）未満の株式

発行済株式総数 1,140,268,860 ― ―

総株主の議決権 ― 1,132,634 ―
 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」の株式数及び議決権の数には、証券保管振替機構名義の株式が6,000株(議決

権６個)含まれている。

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には自己保有株式が358株含まれている。

 

② 【自己株式等】

平成26年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
大成建設株式会社

東京都新宿区西新宿
        一丁目25番１号

1,278,000 ─ 1,278,000 0.11

計 ― 1,278,000 ─ 1,278,000 0.11
 

 

 

２ 【役員の状況】

該当事項なし。
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第４ 【経理の状況】

 

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載している。

 

 

２ 監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成26年４月１日から平成

26年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年６月30日まで)に係る四半期連結財

務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けている。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】
 

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成26年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金預金 355,547 238,143

  受取手形・完成工事未収入金等 444,425 378,134

  有価証券 ― 58,000

  未成工事支出金 74,166 91,526

  たな卸不動産 100,148 110,643

  その他のたな卸資産 5,739 5,863

  その他 97,002 93,742

  貸倒引当金 △818 △247

  流動資産合計 1,076,212 975,806

 固定資産   

  有形固定資産   

   土地 121,657 121,658

   その他（純額） 59,393 58,957

   有形固定資産合計 181,051 180,616

  無形固定資産 5,017 4,974

  投資その他の資産   

   投資有価証券 265,858 282,586

   退職給付に係る資産 30,337 28,102

   その他 45,804 43,791

   貸倒引当金 △5,216 △4,165

   投資その他の資産合計 336,784 350,314

  固定資産合計 522,852 535,905

 資産合計 1,599,065 1,511,711
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成26年６月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形・工事未払金等 466,030 405,132

  短期借入金 118,799 124,615

  １年内償還予定の社債 11,200 16,200

  未成工事受入金 140,656 141,949

  完成工事補償引当金 3,059 3,089

  工事損失引当金 50,671 46,687

  受注損失引当金 69 69

  その他 155,610 128,122

  流動負債合計 946,096 865,865

 固定負債   

  社債 55,000 40,000

  長期借入金 131,494 131,924

  役員退職慰労引当金 399 336

  関係会社事業損失引当金 251 114

  環境対策引当金 263 177

  退職給付に係る負債 54,278 61,058

  その他 27,115 28,594

  固定負債合計 268,802 262,206

 負債合計 1,214,899 1,128,071

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 112,448 112,448

  資本剰余金 94,169 94,169

  利益剰余金 120,778 110,858

  自己株式 △329 △333

  株主資本合計 327,067 317,143

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 59,650 68,567

  繰延ヘッジ損益 △181 △193

  土地再評価差額金 △2,337 △2,337

  為替換算調整勘定 △2,284 △2,270

  退職給付に係る調整累計額 128 625

  その他の包括利益累計額合計 54,975 64,390

 少数株主持分 2,123 2,105

 純資産合計 384,166 383,639

負債純資産合計 1,599,065 1,511,711
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年６月30日)

売上高   

 完成工事高 259,128 268,000

 開発事業等売上高 26,921 21,479

 売上高合計 286,049 289,479

売上原価   

 完成工事原価 242,314 251,898

 開発事業等売上原価 22,065 18,050

 売上原価合計 264,379 269,948

売上総利益   

 完成工事総利益 16,814 16,102

 開発事業等総利益 4,855 3,428

 売上総利益合計 21,669 19,530

販売費及び一般管理費 18,038 17,942

営業利益 3,630 1,588

営業外収益   

 受取配当金 1,385 1,319

 為替差益 891 ―

 その他 842 699

 営業外収益合計 3,119 2,019

営業外費用   

 支払利息 1,301 1,058

 為替差損 ― 782

 その他 158 130

 営業外費用合計 1,460 1,971

経常利益 5,290 1,635

特別利益   

 固定資産売却益 5 2

 投資有価証券売却益 461 0

 その他 ― 0

 特別利益合計 467 2

特別損失   

 投資有価証券売却損 16 0

 投資有価証券評価損 24 27

 固定資産除却損 17 37

 関連事業損失 ― 400

 貸倒損失 ― 545

 その他 3 20

 特別損失合計 62 1,030

税金等調整前四半期純利益 5,694 608

法人税等 2,488 110

少数株主損益調整前四半期純利益 3,206 497

少数株主利益又は少数株主損失（△） 76 △16

四半期純利益 3,130 514
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 3,206 497

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 8,094 8,918

 繰延ヘッジ損益 135 △12

 為替換算調整勘定 222 △28

 退職給付に係る調整額 ― 498

 持分法適用会社に対する持分相当額 140 32

 その他の包括利益合計 8,592 9,408

四半期包括利益 11,799 9,906

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 11,624 9,929

 少数株主に係る四半期包括利益 174 △23
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【注記事項】

 

(会計方針の変更等)
 

当第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日)

（会計方針の変更）

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以

下「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げ

られた定めについて当第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、

退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を

従業員の平均残存勤務期間に近似した債券の利回りに基づく割引率を使用する方法から退職給付の支払見込期

間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更した。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第１

四半期連結会計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金

に加減している。

この結果、当第１四半期連結会計期間の期首の退職給付に係る資産が3,289百万円減少し、退職給付に係る

負債が6,669百万円増加するとともに利益剰余金が6,447百万円減少している。また、当第１四半期連結累計期

間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ108百万円増加している。

 
 

　

 
(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

 

当第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日)

（税金費用の計算）

税金費用に関しては、主として当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する

税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算してい

る。

ただし、税引前四半期純損失となった場合等には、法定実効税率を乗じて計算している。
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(四半期連結貸借対照表関係)

 １ 偶発債務

(1) 保証債務

連結会社以外の会社等の借入金等に対し、債務保証を行っている。
 

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

 
当第１四半期連結会計期間
(平成26年６月30日)

大成富士山南陵開発㈱ 2,730百万円 大成富士山南陵開発㈱ 2,730百万円

アール４０(同) 1,641 アール４０(同) 1,633

その他７件 1,274 その他７件 1,116

計 5,646 計 5,479
 

なお、アール４０(同)に対する保証債務については連結会社の負担額を記載している。

 

(2) 追加出資義務

特定目的会社の借入金返済義務等に対し、追加出資義務を負っている。
 

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

 
当第１四半期連結会計期間
(平成26年６月30日)

駿河台開発特定目的会社 15,680百万円 駿河台開発特定目的会社 15,680百万円

ワイビー浜町開発特定目的
会社

1,600
ワイビー浜町開発特定目的
会社

1,600

計 17,280 計 17,280
 

なお、駿河台開発特定目的会社に対する追加出資義務については連結会社の負担額を記載している。

　

 
(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していない。な

お、第１四半期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含

む。)及びのれんの償却額は、次のとおりである。
 

 
前第１四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日)

減価償却費 1,618百万円 1,910百万円

のれんの償却額 14百万円 14百万円
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(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年６月30日）

１ 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月27日
定時株主総会

普通株式 2,847 2.50 平成25年３月31日 平成25年６月28日 利益剰余金
 

 

(2) 基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期

連結会計期間の末日後となるもの

該当事項なし。

 

当第１四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日）

１ 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月27日
定時株主総会

普通株式 3,986 3.50 平成26年３月31日 平成26年６月30日 利益剰余金
 

 

(2) 基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期

連結会計期間の末日後となるもの

該当事項なし。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年６月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      (単位：百万円)

 

報告セグメント
その他
（注１）

合計
調整額
（注２）

四半期連結
損益計算書
計上額
（注３）土木 建築 開発 計

売上高         

外部顧客への売上高 80,567 182,870 20,956 284,394 1,654 286,049 ― 286,049

セグメント間の内部売上高
又は振替高

5,317 6,205 1,053 12,576 468 13,045 △13,045 ―

計 85,884 189,076 22,010 296,971 2,123 299,094 △13,045 286,049

セグメント利益又は損失（△） 4,429 △2,076 817 3,169 121 3,291 339 3,630
 

(注) １ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、受託研究・技術提供・環境測定

等建設業に付帯関連する事業、レジャー関連事業、その他サービス業等を含んでいる。

２ セグメント利益又は損失（△）の調整額339百万円には、セグメント間取引消去等353百万円、のれん償却額

△14百万円が含まれている。

３ セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。

 

 

当第１四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      (単位：百万円)

 

報告セグメント
その他
（注１）

合計
調整額
（注２）

四半期連結
損益計算書
計上額
（注３）土木 建築 開発 計

売上高         

外部顧客への売上高 82,737 189,599 15,369 287,706 1,773 289,479 － 289,479

セグメント間の内部売上高
又は振替高

4,276 8,467 926 13,669 483 14,152 △14,152 －

計 87,013 198,066 16,295 301,376 2,256 303,632 △14,152 289,479

セグメント利益又は損失（△） 2,827 △967 △610 1,249 175 1,424 163 1,588
 

(注) １ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、受託研究・技術提供・環境測定

等建設業に付帯関連する事業、レジャー関連事業、その他サービス業等を含んでいる。

２ セグメント利益又は損失（△）の調整額163百万円には、セグメント間取引消去等177百万円、のれん償却額

△14百万円が含まれている。

３ セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりである。

 
前第１四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日)

１株当たり四半期純利益 2.75円 0.45円

(算定上の基礎)   

四半期純利益 （百万円） 3,130 514

普通株主に帰属しない金額 （百万円） ― ―

普通株式に係る四半期純利益 （百万円） 3,130 514

普通株式の期中平均株式数 （千株） 1,139,049 1,138,990
 

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載していない。

　

　

(重要な後発事象)

 該当事項なし。

　

　

２【その他】

該当事項なし。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項なし。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成26年８月５日

大成建設株式会社

代表取締役社長 山 内 隆 司 殿

 

有限責任 あずさ監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   山   田   辰   己   印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   星   長   徹   也   印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   草   野   和   彦   印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている大成建設株式会

社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成26年４月１日から平

成26年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年６月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四

半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、大成建設株式会社及び連結子会社の平成26年６月30日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

 
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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